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密部品事業関連の事業構造改革費用の計上もあり、67
億9千5百万円となりました。

工作機械事業の好調により、売上、利益ともに大きく伸
びた前期に対し、当期首においては需要が一服するので
はないかとの懸念がありました。しかし、2018年3月には
工作機械の過去最高の月間受注台数を記録するなど、需
要は引き続き活況を呈しました。また、生産面においても、

＞ 当期概況について
当期（2018年12月期）は決算期をこれまでの2月末日

から12月31日に変更したため、変則的な決算期間となり
ましたが、売上高は工作機械の販売が過去最高を記録し
たことなどにより、659億3千9百万円となりました。利益
につきましては、営業利益は97億1千2百万円、経常利益
は95億7千万円、親会社株主に帰属する当期純利益は精

　株主の皆様におかれましては、平素より格別のご高配を賜り
厚く御礼申しあげます。
　ここに2018年12月期（2018年３月１日から2018年12月
31日まで）の事業の概況についてご報告申しあげます。

2019年3月

株主の皆様へ

代表取締役社長 佐藤　衛

売上高 営業利益／営業利益率 経常利益／親会社株主に帰属する当期純利益

トップメッセージ T O P  M E S S A G E

連結業績ハイライト

■ 経常利益　■ 親会社株主に帰属する当期純利益■ 営業利益　　営業利益率

1

（注）当期より決算期を2月末日から12月31日へ変更いたしました。これに伴い当期につきましては、当社および国内連結子会社は10カ月間（2018年3月1日から2018年12月
31日まで）、海外連結子会社は12カ月間（2018年1月1日から2018年12月31日まで）を連結対象期間としております。
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調達部材の需給逼迫による影響などはあったものの、生
産性向上の取り組みが奏功し、好調な販売を持続させる
ことができました。他の事業では、特機事業はPOS関連に
おいて欧米市場を中心に需要が堅調に推移しました。精
密部品事業では、時計部品の需要は堅調に推移しました
が、非時計部品ではHDD部品などの一部の需要が低調
な推移となりました。
＞ 工作機械事業における中国経済の影響

米中の貿易摩擦は、中国経済に悪影響を与えており、工
作機械市場においても市場全体では需要が減少傾向にあ
ります。しかし、当社グループの工作機械事業において
は、中国向けが大きく伸長しており、主力製品であるスイ
ス型自動旋盤においては、現状では大きな影響は見られ
ず、旺盛な需要により、ユーザーにお待ちいただいている
状況が継続しています。中国の工作機械市場で主に需要
が減少しているのは、スマートフォンなどのエレクトロニク
ス分野です。一方、当社のユーザーはボーンスクリューや
インプラントなどの医療関連向け、さらに中国が現在強力

に推進している5G通信関連向けの部品など、多くが中国
国内産業向けで占められていることが、継続的な好調の
要因と思われます。

さらに中国では、少子高齢化による労働力不足により、
景気に関係なく、労働力を機械で代替えしようという動き
が活発なため、省人化・省力化に対応する工作機械（自動
旋盤）においては、既存設備の更新ではない新規導入の
ニーズも多くなっています。また、自動車産業についても、
高機能・高精度化が進むなか、スイス型自動旋盤が得意
とする小型で精密な部品の加工など、新たな部品加工の
ニーズも増加しています。以上のように、工作機械市場の
なかでも当社グループの製品は、他の工作機械分野とは
違うトレンドのなかにいると考えています。

ただ、今後については、近い将来に工作機械市場のダ
ウンサイクルは必ず来るという強い緊張感を持ってお
り、2019年の業績予想についても決して楽観視はして
いません。

一方で、過去を振り返ると、工作機械市場は需要の踊

1株当たり当期純利益／ROE（自己資本当期純利益率） 総資産／純資産／自己資本比率 株主還元
■ 1株当たり期末配当　■ 1株当たり中間配当

DOE（連結株主資本配当率）　（  ）内数値は総還元性向
■ 総資産　■ 純資産　　自己資本比率■ 1株当たり当期純利益 ROE（自己資本当期純利益率）
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トップメッセージ T O P  M E S S A G E

り場を経験するごとに規模が拡大しており、足元の受注
増への対応はもちろん、来るべき市場の拡大に向けて、
生産体制の強化もコンスタントに行っていかなければな
りません。

当期は 月産350台の 生産体制構築に向け、各生産
拠点で増産努力を行いました。主要調達部材の供給
がボトルネックとなっていましたが、サプライヤーの
一部変更などにより、影響を最小限に食い止めること
ができました。現在は同部材の品薄状態は解消しつつ
あり、2019年の生産能力は当期よりも向上するとみ
ています。
＞ mPOS向けプリンターについて

年々競合との競争が厳しくなってきていますが、モバイ
ルPOS※（mPOS）市場は世界で拡大を続けており、今後も
魅力ある高付加価値製品を投入することで、市場拡大の

メリットを享受できると考えています。2018年に投入した
mPOS向け新ブランド「mCollection®」の関連製品は、順
調に売上を伸ばしており、市場シェアの拡大に貢献してい
ます。さらに、2019年は日本国内において消費税の増税
が予定されており、軽減税率に対応するための投資が、政
府の補助金もあって活発になることが予想されています。

また、キャッシュレスなどの決済手段の技術的な進歩
は、近年大きなトレンドとなっています。一部では店舗の
無人化やレジすら必要ない決済方法の導入が進んでいま
すが、これらは大手の 小売店などが 中心です。一方、
mPOSはこれまではレジを持たず、クレジットカードが使
えなかった中小小売店などが、新規で導入するものであ
り、ターゲット層が大きく異なると考えています。

mPOS需要の本格化は世界的に見てもこれからだと考
えており、プリンターの性能を一層向上させることはもち
ろん、その先を見据えて、プリンター周辺の関連製品・
サービスの開発を積極的に進め、事業展開をしていく必
要があると考えています。

＞ 中期経営計画の進捗について
2020年12月期を最終年度とする中期経営計画の2

年目である当期は、工作機械事業の好調により、売上高・
営業利益ともに中期目標（売上高600億円、営業利益70
億円）を超過しました。事業別では、工作機械事業におい
ては、主軸固定型自動旋盤の製品化や機械の稼働監視
システムの発売が成果といえます。主軸固定型の製品に
ついては、当期は2機種発表しましたが、今後もさらなる
製品ラインアップの拡充を予定しています。また、国内拠
点である菊川工場に「ソリューションセンター」を建設す
ることを決定しました。同センターでは、ショールーム等
の設置により、お客様へのビフォアサービスを強化する

※タブレット端末などを利用したPOSシステムのことで、従来の専用POSシステムや
　パソコンを利用したものに比べ、低コストで簡単に導入できることが特長

3
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ほか、アジアの高温多湿の使用環境を想定した製品テス
トが行える評価試験室を設置し、製品開発力を強化する
など、開発から販売までの総合的な事業力強化を図りま
す。さらに、生産面においては、モジュラー設計・生産に
対応した機種の拡大により、リードタイムの短縮と在庫
削減を進めています。

特機事業では、mPOS向けブランド「mCollection®」の
新製品を発売するなど、mPOS市場向け高付加価値製品
の開発に取り組んできました。今後もmPOS向け製品の
拡充を図るほか、新システム導入等による、サプライ
チェーンマネジメントの強化にも取り組んでいきます。

精密部品事業では、製造コストの安いアジア諸国にお
ける競合の台頭により、非時計部品の当社に対する生産
委託ニーズが大幅に減退してきており、事業構造改革の
一環として、中国・大連の工場における精密部品生産を
2019年末をめどに終了することにしました。今後も引き
続き生産拠点の再編等による収益性の改善に取り組むほ
か、生産の合理化・無人化の推進やIoTの活用による生産
性の向上を図っていきます。
「新規事業の創出」という課題に対しては、当期に新規開

設した東京オフィスにおける研究開発拠点も活用し、
M&Aや事業提携などを積極的に検討し、新規事業の創出
につなげていきたいと考えています。
＞ 次期の見通し

今後の世界経済につきましては、全体として緩やかな
回復が続くことが期待されますが、米中の通商問題、英
国のEU離脱問題等の動向やそれらの景気に与える影響
は予想し難く、先行き不透明な状況が続くことが見込ま
れます。

このような状況のなか、次期の連結業績につきまして
は、主力の工作機械事業では、景気減速の影響が懸念さ
れる一方、国内、海外ともに引き続き自動化ニーズを背景

とした需要が期待されます。特機事業は、消費増税に伴う
需要増が見込まれる国内市場を中心に、堅調に推移する
見通しです。また、生産拠点等の再編を進める精密部品事
業では、時計部品および非時計部品ともに低調に推移す
る見込みです。

以上により、次期の連結業績は、売上高は662億円、営
業利益は88億円、経常利益は90億円、親会社株主に帰属
する当期純利益は63億円となる見通しです。
＞ コーポレートガバナンスおよび株主還元について

当社の取締役会の構成は、社内取締役3名、社外取締役
4名と、社外取締役が過半数を占める構成になっていま
す。しかし、当社が真のグローバル企業へと成長するため
には、今後も多様な人材の登用を検討していきたいと考
えています。

また、株主還元につきましては、自己株式の取得を含
む連結総還元性向50％以上を基準に、連結株主資本配
当率（DOE）を勘案しながら実施していくことを基本方針
としています。当期は約18億円の自己株式を取得したこ
とに加え、取得した全株式の消却を実施しました。配当金
につきましては、当期末の配当金は27円とさせていただ
きました。これにより当期の配当金は中間配当の27円と
あわせて前期に比べ２円増配の54円となり、８期連続の増
配となりました。この結果、総還元性向は55.2%、DOEは
4.1%となりました。

次期の配当につきましては、当期に比べ２円増配の年間
56円（中間、期末ともに28円）を予定しております。

また、中期経営計画における中期目標は、DOEを4.5％
以上、ROEを12%以上としており、引き続き目標達成に向
け、積極的に事業と経営の改革を続け、企業価値の向上に
向けてグループ一丸となって努力してまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援
を賜りますようお願い申しあげます。

4
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●米国市場は、販売は堅調に推移
●欧州市場は、先進国を中心に販売は好
調に推移

●アジア市場は、中国において需要が落
ち込むなど販売は伸び悩む

●国内市場は、全体としては底堅く推移
したが大口の案件は低調な動き

●米国市場は、医療関連を中心に販売は
好調に推移

●欧州市場は、自動車関連を中心にドイ
ツ、イタリア等の主要市場において販
売は好調に推移

●アジア市場は、中国の自動車や通信、
医療関連において販売は好調を維持

●国内市場は、自動車関連など幅広い業
種においての販売が好調に推移

●時計部品は、前半の腕時計メーカーの
販売好調を受け、販売は堅調に推移

●非時計部品は、HDD部品が市場の縮
小に伴い販売が低調に推移したが、
空調や医療関連部品の販売が好調に
推移

●生産体制の見直しに伴い、タイの生
産子会社であるスターマイクロニク
ス プレシジョン（タイランド）Co., 
LTDを昨年9月末に売却
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事業別の概況 B U S I N E S S  S E G M E N T  O V E R V I E W

5

（注）当期より決算期を2月末日から12月31日へ変更いたしました。当期につきましては、当社および国内連結子会社は10カ月間（2018年3月1日から2018年12月31日まで）、海
外連結子会社は12カ月間（2018年1月1日から2018年12月31日まで）を連結対象期間としております。
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ニュース＆トピックス N E W S  &  T O P I C S

主軸固定型自動旋盤「SK-51」を発表

「ソリューションセンター」の建設を決定

　自動車や建設機械関連などの大径部品をターゲットとした主軸固定型自動旋盤の新製品「ＳＫ－５１」を発表しました。
　これまで当社が得意としていた小径加工用のスイス型自動旋盤の枠を超えた大径加工へのニーズの高まりを受け、最
大加工径がφ５１ｍｍとなる本製品が誕生しました。今回市場投入するのは、2基のタレット型刃物台を搭載した「ｔｙｐｅ A」
と、3基のタレット型刃物台を搭載した「ｔｙｐｅ D」の2モデルです。上位モデルの「ｔｙｐｅ D」には、B軸制御付きタレット型刃
物台を搭載しており、斜め加工や同時5軸加工などの多彩
な加工バリエーションを実現しています。当製品は2019年
10月から販売を予定しています。
　2018年11月に東京ビッグサイトで開催された第29回
日本国際工作機械見本市「JIMTOF2018」においても、当
製品が多くの来場者から注目を浴びました。今後は、多様な
市場ニーズに応えていくために、主軸固定型自動旋盤のさ
らなるラインアップの拡充を予定しています。

　このたび工作機械事業の拠点である菊川工場（静岡県菊川市）
敷地内に、「ソリューションセンター」を建設することを決定しまし
た。建物は鉄骨３階建、延床面積は約3,700m2、竣工は2020年
6月の予定です。
　1階には製品群を常設展示するショールームやＮＣスクール専
用室、さまざまな温度環境下での製品テストが行える評価試験室
などを設置し、ビフォアサービスを充実させます。2階には80名
以上収容可能な大会議室を用意し、国内外のお客様や代理店、販
売子会社への製品説明会やプライベートショーなどが開催可能
です。3階はオフィスフロアとなる予定です。

完成イメージ

6
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特集 S P E C I A L  E D I T I O N

特機事業
　今回は、小型プリンターを扱う特機事業についてご紹介いたします。小型プリンターには「据え置き型プリンター」と、持ち運び
可能な「モバイルプリンター」があります。これらは小売店やレストランのレジ、公共料金の検針作業現場など、業務用プリンターと
して皆さんの身近なところで活躍しています。

教えて！

どんなところで使われているの？

7

接客しながら、
会計できる！

配置薬の
明細書作成に便利！

コンパクトで見た目も
スタイリッシュ！

防滴配慮仕様だから
オーダー印刷にも使える

ガス・電気・水道など
公共料金の検針に！

小売店のレジ

キッチン

小売店のレジ

検針作業現場
訪問業務

モバイルプリンター

据え置き型プリンター

宝くじ売り場、映画館のチケット販売所、書店（検索端末のレシート）、
フードコート（待ち合い札）、警備会社（緊急出動時の作業報告）など、
当社の小型プリンターはさまざまな場所で使われています。

ほかにも…
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近年急速に普及が進む「モバイルPOS」って何？

mPOSは今話題の「軽減税率」にも対応

　大規模小売店などでは、売上を集計して在庫管理や分析をするPOS（販売時点情報管理）を導
入しています。
　モバイルPOS（mPOS）は、スマートフォンやタブレット端末などを利用したPOSのことです。
専用の端末が必要で、高額な費用のかかる従来のPOSに比べ、低コストで簡単に導入できること
が特徴です。そのため、近年では中小小売店を中心に需要が高まっています。当社はmPOS向け
の製品を市場にいち早く投入し、市場において高いシェアを獲得しています。

　2019年10月から「消費税軽減税率制度」が実施されます。これ
に向け、複数税率に対応できるレジの導入や改修（切り替え）には、
国からの補助金が出ます。mPOSをさらに手軽に導入できるため、
プリンター等の周辺機器※の需要拡大が見込まれます。
※スキャナーやカスタマーディスプレイ、キャッシュドロアーなど。

8

最近の動向　　スタイリッシュで高機能なmPOS向けブランドを立ち上げました

　従来のレジはデザイン性を求められることはありませんでした。しかし、mPOSはiPadなどのデ
ザイン性の高い端末とともに用いられることや、おしゃれな小売店で利用されるケースが急増して
いることから、「魅せるレジ」であることが求められています。このニーズに対応するため、当社では
スタイリッシュかつ使いやすさを追求した周辺機器を取り揃えたmPOS向けブランド

「mCollection®」を立ち上げました。
　洗練されたデザインと使いやすさを兼ね備えた製品は、
お客様から高い評価を得ています。新製品も続々と登
場しており、今後もmPOS分野でのさらなるシェア拡
大を目指しています。
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連結財務情報【要約】 C O N S O L I D A T E D  F I N A N C I A L  S T A T E M E N T S

0

18000

現金及び
現金同等物の
期末残高
20,852

現金及び
現金同等物の
期首残高
21,957

6,089

営業活動による
キャッシュ・フロー

△2,949

△3,766 △477

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
に係る換算差額

当期
2018 年 3 月 1日から
2018年 12月31日まで

※

0

60000
売上原価
30,825

販売費及び
一般管理費

14,505売上
総利益

営業利益
3,606 親会社

株主に
帰属する
当期純利益

純利益

3,181

営業外費用 410
営業外収益 388

経常利益
3,583

売上高
48,937

18,112
特別利益
特別損失
法人税等合計

78

262
15
571

非支配株主に
帰属する
当期純利益

特別利益
特別損失
法人税等合計

124

154
1,042
1,763

非支配株主に
帰属する
当期純利益

売上原価
40,477 販売費及び

一般管理費
15,749

売上
総利益 営業利益

9,712

親会社
株主に
帰属する
当期純利益
6,795

経常利益
9,570

売上高
65,939

営業外費用 　470
営業外収益 329

25,461

特別利益
特別損失
法人税等合計

91

33
690
487

非支配株主に
帰属する
当期純利益

売上原価
38,510 販売費及び

一般管理費
16,052

売上
総利益

営業利益
6,210 親会社

株主に
帰属する
当期純利益
5,780

経常利益
7,015

売上高
60,772

営業外費用 　56
営業外収益 862

22,262

特別利益
特別損失
法人税等合計

91

33
690
487

非支配株主に
帰属する
当期純利益

売上原価
38,510 販売費及び

一般管理費
16,052

売上
総利益

営業利益
6,210 親会社

株主に

経常利益
7,015

売上高
60,772

営業外費用 　56
営業外収益 862

22,262

0

60000

資産合計
79,937

負債純資産合計
79,937

流動資産
60,376

固定資産
19,561

流動負債
20,694

固定負債
9,931

純資産
49,311

その他固定資産 4,040

有形固定資産 15,521

その他流動資産 21,713

たな卸資産 17,782

現金及び預金 20,879

株主資本 50,992

買掛債務 10,432

その他の包括利益累計額 △2,754

その他純資産 1,074

短期借入金 2,500

その他流動負債 7,762

新株予約権付社債 8,038

その他固定負債 1,892

資産合計
77,362

負債純資産合計
77,362

流動資産
59,634

固定資産
17,728

流動負債
20,219

固定負債
9,696

純資産
47,446

その他固定資産 3,652

有形固定資産 14,076

その他流動資産 20,433

たな卸資産 17,128

現金及び預金 22,072

株主資本 47,924

買掛債務 10,312

その他の包括利益累計額 △1,402

その他純資産 924

短期借入金 2,500

その他流動負債 7,407

新株予約権付社債 8,052

その他固定負債 1,644

資産合計
77,362

負債純資産合計
77,362

流動資産
59,634

固定資産
17,728

流動負債
20,219

固定負債
9,696

純資産
47,446

その他固定資産 3,652

有形固定資産 14,076

その他流動資産 20,434
たな卸資産 17,128

現金及び預金 22,072

株主資本 47,924

買掛債務 10,312

その他の包括利益累計額 △1,402

その他純資産 924

短期借入金 2,500

その他流動負債 7,407

新株予約権付社債 8,052

その他固定負債 1,645

資産合計
68,350

負債純資産合計
68,350

流動資産
53,171

固定資産
15,178

流動負債
14,660

固定負債
9,935

純資産
43,754

その他固定資産 2,253

有形固定資産 12,925

その他流動資産 15,982
たな卸資産 16,412

現金及び預金 20,777

株主資本 44,973

買掛債務 6,824

その他の包括利益累計額 △2,036

その他純資産 816

短期借入金 2,500

その他流動負債 5,336

新株予約権付社債 8,068

その他固定負債 1,867

▶ 連結キャッシュ・フロー計算書の概要

▶ 連結損益計算書の概要

▶ 連結貸借対照表の概要

単位：百万円

単位：百万円

単位：百万円

前期末
2018年2月28日現在

当期末
2018 年12月31日現在

前期
2017 年3月 1 日から
2018年2月 28日まで

当期
2018 年 3 月 1 日から
2018年 12月 31日まで

当期
2018 年 3 月 1 日から
2018年 12月 31日まで

※

※

前期末
2018年2月28日現在

当期末
2018 年12月31日現在

前期
2017 年3月 1 日から
2018年2月 28日まで

当期
2018 年 3 月 1 日から
2018年 12月 31日まで

当期
2018 年 3 月 1 日から
2018年 12月 31日まで

※

※

前期末
2018年2月28日現在

当期末
2018 年12月31日現在

前期
2017 年3月 1 日から
2018年2月 28日まで

当期
2018 年 3 月 1 日から
2018年 12月 31日まで

当期
2018 年 3 月 1 日から
2018年 12月 31日まで

※

※

前期末
2018年2月28日現在

当期末
2018 年12月31日現在

前期
2017 年3月 1 日から
2018年2月 28日まで

当期
2018 年 3 月 1 日から
2018年 12月 31日まで

当期
2018 年 3 月 1 日から
2018年 12月 31日まで

※

※

9

※ 当期につきましては、当社および国内連
結子会社は10カ月間（2018年3月1日
から2018年12月31日まで）、海外連
結子会社は12カ月間（2018年1月1日
から2018年12月31日まで）を連結対
象期間としております。
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会社概況・株式状況 （2018年12月31日現在） C O M P A N Y  D A T A  /  S T O C K  I N F O R M A T I O N

0

60000
売上原価
30,825

販売費及び
一般管理費

14,505売上
総利益

営業利益
3,606 親会社

株主に
帰属する
当期純利益

純利益

3,181

営業外費用 410
営業外収益 388

経常利益
3,583

売上高
48,937

18,112
特別利益
特別損失
法人税等合計

78

262
15
571

非支配株主に
帰属する
当期純利益

特別利益
特別損失
法人税等合計

124

154
1,042
1,763

非支配株主に
帰属する
当期純利益

売上原価
40,477 販売費及び

一般管理費
15,749

売上
総利益 営業利益

9,712

親会社
株主に
帰属する
当期純利益
6,795

経常利益
9,570

売上高
65,939

営業外費用 　470
営業外収益 329

25,461

特別利益
特別損失
法人税等合計

91

33
690
487

非支配株主に
帰属する
当期純利益

売上原価
38,510 販売費及び

一般管理費
16,052

売上
総利益

営業利益
6,210 親会社

株主に
帰属する
当期純利益
5,780

経常利益
7,015

売上高
60,772

営業外費用 　56
営業外収益 862

22,262

特別利益
特別損失
法人税等合計

91

33
690
487

非支配株主に
帰属する
当期純利益

売上原価
38,510 販売費及び

一般管理費
16,052

売上
総利益

営業利益
6,210 親会社

株主に

経常利益
7,015

売上高
60,772

営業外費用 　56
営業外収益 862

22,262

0

60000

▶ 所有者別分布状況

0 20 40 60 80 100

自己株式
18.7%

証券会社
0.7%

外国人
21.6%

個人・その他
25.5%

金融機関
27.7%

その他国内法人
5.8%

1,000株未満
3.9%

1,000株以上
13.8%

10,000株以上
11.4%

100,000株以上
22.2%

500,000株以上
48.7%

所有者別 所有株数別

自己株式
00.0%

証券会社
0.0%

外国人
00.0%

個人・その他
00.0%

金融機関
00.0%

その他国内法人
0.0%

1,000株
未
満

3.9%

1,000株
以
上

13.8%

10,000株
以
上

11.4%

100,000株
以
上

22.2%

500,000株
以
上

48.7%

所有者別

所
有
株
数
別

自己株式
21.7%

証券会社
1.1%

外国人
19.1%

個人・その他
22.1%

金融機関
32.5%

その他国内法人
3.5%

▶ 役    員　（2019年3月28日現在） 

代 表 取 締 役
会 長 佐藤　　肇

代 表 取 締 役
社 長 佐藤　　衛

常 務 取 締 役 田中　　博

社 外 取 締 役 岩崎　清悟

社 外 取 締 役
常勤監査等委員 本多　道昌

社 外 取 締 役
監 査 等 委 員 洞江　　秀

社 外 取 締 役
監 査 等 委 員 杉本　　基

上 席 執 行 役 員 村上　淳一

上 席 執 行 役 員 青木　隆之

上 席 執 行 役 員 杉浦　啓之

上 席 執 行 役 員 山梨　正人

執 行 役 員 西沢　良和

執 行 役 員 笹井　康直

執 行 役 員 寺尾　和芳

設         立 1950年7月6日
資   本   金 127億2千1百万円
従 業 員 数 511名
 （注）契約社員等の年間の平均雇用人員42名を除いております。

営 業 品 目 1.特機（小型プリンター）
 2.工作機械（CNC自動旋盤等工作機械）
 3.精密部品（腕時計部品、自動車用・空調機器用・医療用等部品）

▶ 会社概要

▶ 株式状況 

▶ 大株主（上位10名） 持株数（千株） 持株比率（%）
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 3,499 9.8
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,420 9.5
株式会社静岡銀行 1,582 4.4
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 1,440 4.0
ＮＯＲＴＨＥＲＮ ＴＲＵＳＴ ＣＯ．（ＡＶＦＣ） ＲＥ ＨＣＲ００ 915 2.6
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 674 1.9
鈴木　通 633 1.8
ザ　バンク　オブ　ニューヨーク　メロン　１４００４２ 628 1.8
ジェーピー　モルガン　チェース　バンク　３８５１５１ 543 1.5
ザ　バンク　オブ　ニューヨーク　メロン　１４００５１ 530 1.5

発行可能株式総数 158,000,000株 
発行済株式総数 45,772,234株
株主数 10,441名

(注1)　当社は、自己株式9,910千株を保有しておりますが、上記の大株主から除いております。
(注2)　持株比率は、自己株式を控除して計算しております。  

(注)　自己株式の消却に伴い、発行済株式総数は前期末に比べ1,002,400株減少しております。

▶ グローバルネットワーク
国内拠点

■ 本社部門・特機事業部
本社
■ 特機事業部
庵原工場
品質技術センター
■ 機械事業部
菊川工場
東京営業所
大阪営業所
名古屋営業所
諏訪営業所
■ 精密部品事業部
富士見工場
■ スター精密グループ
東京オフィス

㈱ミクロ札幌

スターメタル㈱

スターマーケティング
ジャパン㈱

事業所 国内子会社
スターマイクロニクス 
アメリカ・INC（米国）

スター CNC
マシンツール Corp.（米国）

スターアメリカ
ホールディング・INC（米国）

北米
海外拠点

スターマイクロニクス サウスイースト 
アジアCo., LTD（タイ）

天星精密有限公司（香港）

上海星昂機械有限公司（中国）

スターマイクロニクス（タイランド）
Co., LTD（タイ）

斯大精密（大連）有限公司（中国）

スターマイクロニクス　
マニュファクチュアリング

（タイランド）Co., LTD（タイ）

上海星栄精機有限公司（中国）

アジア
スターマイクロニクス 
ヨーロッパ・LTD（英国）

スターマイクロニクス・
AG（スイス）

スターマイクロニクス 
GB・LTD（英国）

スターマイクロニクス・
GmbH（ドイツ）

スターマシンツール 
フランス・SAS（フランス）

欧州
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当社のホームページでは、会社情報、ＩＲ情報や新製品
に関するお知らせなどさまざまな最新情報を掲載して
おります。ぜひご覧ください。

●ホームページのご案内

https://www.star-m.jp

株主メモ S H A R E H O L D E R S   I N F O R M A T I O N

〒422-8654 静岡県静岡市駿河区中吉田20-10
TEL.054-263-1111　FAX.054-263-1057

見やすいユニバーサル
デザインフォントを採用
しています。

定時株主総会の基準日 毎年12月31日
株主名簿管理人 三菱UFJ信託銀行株式会社
同連絡先 東京都府中市日鋼町1-1

電話 0120-232-711（通話料無料）
《郵送先》〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号 
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

特別口座の口座管理機関 東京証券代行株式会社
同連絡先 東京都千代田区神田錦町三丁目11番地（ＮＭＦ竹橋ビル６Ｆ）

電話 0120-49-7009（通話料無料）
《郵送先》〒168-8522 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
東京証券代行株式会社　事務センター

上場金融商品取引所 東京証券取引所市場第一部
公告方法 電子公告により行います。ただし、やむを得ない事由により電子公告を

することができない場合は日本経済新聞に掲載します。
公告掲載URL（https ://www.star-m.jp）

単元株式数 100株

株式に関するお手続きについて
お手続き内容 お問合せ窓口

● 住所・氏名等のご変更
● 単元未満株式の買取および買増請求
● 配当金の受領方法のご変更

証券会社に口座をお持ちの株主様 証券会社に口座をお持ちでない株主様

口座をお持ちの証券会社

特別口座の口座管理機関 
東京証券代行株式会社 

《連絡先》 
東京都千代田区神田錦町三丁目11番地（ＮＭＦ竹橋ビル６Ｆ） 
電話 0120-49-7009（通話料無料） 
※三井住友信託銀行株式会社全国本支店(コンサルティングオフィス・コンサルプラザ

を除く)においてもお取次しております。 
《郵送先》 
〒168-8522　東京都杉並区和泉二丁目８番4号 
東京証券代行株式会社　事務センター

● 未受領の配当金に関するお問合せ
● 郵便物についてのお問合せ・再送付
　のご依頼
● 株式事務に関する一般的なお問合せ

すべての株主様
株主名簿管理人
三菱UFJ信託銀行株式会社  未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行 本支店でお支払いいたします。 

《連絡先》
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
東京都府中市日鋼町１-１　電話 0120-232 -711（通話料無料）

《郵送先》
〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号　三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

事業年度 毎年１月１日から12月31日まで
定時株主総会 毎年３月
剰余金の配当の基準日　 期末配当 12月31日

中間配当　６月30日
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